
記載例

記載可能欄を　　　の部分に限定しております。

①…税務署登録番号を記載して下さい。

②…工事番号、工事名称の誤記及び記載漏れの無いように記載して下さい。（担当工事長に確認をお願いいたします。）

③…注文書・注文請書等を交わしていない場合には「0」を記載し、交わしている場合には注文書記載額（税別）を記載して下さい。

④…注文金額に対して、既収額がない場合には「0」を記載し、既収額がある場合には既収額の内の税別額を記載して下さい。

⑤…品目欄は空白にせず、「別紙請求明細書記載分」の表記又は、品目明細を記載して下さい。

⑥…税率（10％・軽減8％・非課税）毎の請求書書式を使用し、税率毎に提出してください。

⑦…金額欄には、税別額での記載をお願いいたします。

⑧…請求明細書合計欄の数字が請求書内の今回請求額（税別）に、自動転記されます。

⑨…工事種類毎での請求書の提出をお願いいたします。（工事種類については、記載不要です。）

⑩…登録番号記入欄について、8月20日締、9月20日締分は「登録番号」の文字を消して使用してください。

税務署へ未登録の協力会社様は、10月20日締以降登録番号の記載漏れと区別する為、登録番号の代わりに「未登録」とご記入下さい。
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